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MK- Ⅲ性能試験計画と試験結果
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１００

１．緒　言

　「常陽」MK- Ⅲ炉心では，炉内の高速中性子束を
従来の１．３倍に増加させるための炉心改造として，
炉心を２領域化して径方向に拡大し，軸方向には
燃料スタック長さを５５cmから５０cmへ短くした。
制御棒配置については，炉心第３列に装荷された
６本の制御棒のうち，２本を燃料領域と反射体領
域の境界である炉心第５列に移設した。また，炉
心の最外周には透過中性子量を減少させるため，
B4Cペレットを装填した遮蔽体をステンレス鋼製
の反射体と交換して装荷した。
　この炉心改造の結果，原子炉熱出力が１００MW
から１４０MWに増加したことに対応して除熱性能

を確保するため，１次冷却材流量をMK- Ⅲ炉心時
の１１００t/hから１３５０t/hに増加させるとともに，原
子炉入口温度を３７０℃ から３５０℃ へ低下させた。こ
れに伴い，主中間熱交換器２基，主冷却機４基を
交換した。
　これらの改造に伴う炉心及びプラントの特性を
把握するため，２００３年６月末から原子炉を起動し
てMK- Ⅲ性能試験を開始した。図１に示す性能試
験項目を大別すると，炉心特性試験として８項目，
プラント特性試験として１５項目，遮蔽特性試験と
して１項目及び運転監視に係る項目として３項目
の計２７項目である。性能試験の主要工程を図２に
示す。
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図２　MK- Ⅲ性能試験工程

図１　MK- Ⅲ性能試験項目
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　本稿では，性能試験項目のうち，２００３年９月上
旬までに低出力での炉物理試験として実施された
過剰反応度，制御棒校正，等温温度係数等の測定
及び予測解析結果について述べる。また，測定値
との比較によるMK- Ⅲ炉心の核設計計算の妥当性
について述べる。

２．炉心構成

　MK- Ⅲ性能試験用炉心の構成を図３に，また，
内側及び外側炉心燃料集合体の仕様を比較して表
１に示す。ここで，外側炉心燃料集合体５４体のう
ち２０体については，MK- Ⅲへの移行段階である
MK- Ⅱ炉心第３２～３５運転サイクルにおいて，燃料
領域を段階的に拡大するために先行して炉心第
４，５列に装荷した。この２０体のMK- Ⅲ外側炉心
燃料の集合体平均燃焼度は，最大で３１，０００MWd/t
であり，平均は１６，０００MWd/tである。
　また，炉心燃料集合体の燃料組成は，燃焼が進
んだ平衡炉心での反応度バランスに基づいて設定
されているため，新燃料が大半を占める性能試験
用炉心では，過剰反応度を抑制するため，炉心中
心（第０列）及び第１列に核物質を含まない４体
の材料照射用反射体を装荷した。

３．過剰反応度

３．１　試験方法

　臨界到達を判断する起動系核計装の中性子計数
率は，計数率と制御棒位置の関係を測定し，出力
レベルを変えても操作後の制御棒位置が変わらな
い，すなわち，中性子源強度に依存せずに臨界を
維持できる計数率より決定される。MK- Ⅱ炉心で
は，臨界試験により，この計数率を５×１０4cpsと
定めていた。MK- Ⅲ炉心では，MK- Ⅱからの炉心
変更により，遮蔽集合体の装荷に伴って炉心を透
過して原子炉容器外の黒鉛遮蔽体内に設置されて
いる起動系核計装に到達する中性子は減少する。
輸送計算によりこの効果を評価した結果，同一出
力ではMK- Ⅱ炉心の約１/３に計数率が減少するこ
とから，臨界到達を判断する計数率を暫定的に２
×１０4cpsとした。
　MK- Ⅲ性能試験では，２００３年６月３０日に原子炉
を起動し，ナトリウム温度２５０℃ の状態で，制御棒
を徐々に引抜いていき，７月２日午後２時０３分，
起動系核計装の中性子計数率が２×１０4cpsに到達
し，初臨界を達成した。
　この臨界試験において，制御棒の引抜き量と起
動系核計装の計数率の相関を測定した結果を図４
に示す。MK- Ⅲ性能試験開始時は，新燃料装荷と
改造工事に伴う長期炉停止の影響により，内部中
性子源（燃焼した燃料集合体中に生成したマイ
ナーアクチニドによる自発核分裂及び酸素の（a，
n）反応による発生中性子）及び外部中性子源（炉
心第７列に装荷されたアンチモン・ベリリウム線
源）がともに弱いため，２００cps以上の計数率にお
いて，制御棒位置は一定となり，中性子源強度に
依存せずに，臨界を維持できている。
　MK- Ⅲ炉心における臨界到達を判断する計数率
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表１　MK- Ⅲ炉心燃料集合体の仕様

図３　MK- Ⅲ性能試験用炉心構成

外側燃料集合体内側燃料集合体

プルトニウム・ウラン混合酸化物燃料種　　　　　類

約１８wt％235 U　 濃　 縮　 度

約２１wt％約１６wt％核分裂性 Pu 富化度
（239Pu＋241Pu）／（Pu＋U）

約９４％T.D.理 論 密 度 比

４．６３mm燃料ペレット直径

５０cm炉心燃料領域高さ

１２７本集合体内ピン本数 図４　制御棒引抜量と起動系核計装の計数率の相関
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は，本測定結果及び性能試験期間中の原子炉運転
に伴う中性子源強度の回復を考慮して，当初の予
測値である２×１０4cpsとした。
　ナトリウム温度２５０℃ での過剰反応度は，上記計
数率での臨界到達時の制御棒位置と，第４節で述
べる制御棒校正曲線から投入反応度を求め，これ
を測定時の原子炉出入口冷却材温度と第５節で述
べる等温温度係数の測定結果で補正することによ
り求めた。
　MK- Ⅲ初臨界時の制御棒均等引抜位置は
４１２．８mmであり，２５０℃ での過剰反応度として
２．９９％ Δ k/kk

,
を得た。また，実測の等温温度係数

を用いて評価した１００℃ での過剰反応度は３．５７％
 Δ k/kk

,
であり，原子炉設置許可に定める核的制限

値４．５％ Δ k/kk
,
以下であることを確認した。

３．２　計算手法

　MK- Ⅱ炉心においては，各運転サイクルのナト
リウム温度２５０℃ におけるゼロ出力臨界状態での
過剰反応度を，「常陽」炉心管理コードシステム
“MAGI”により計算し，これを直近の運転サイク
ルの測定値と計算値の差（E－C：バイアス値）
で補正してきた。
　MK- Ⅲ炉心においては，MK- Ⅲの炉心管理用に
新たに開発したコードシステム“HESTIA”を用
いて過剰反応度等の核特性を評価する。HESTIA
は“MAGI”と同様にバイアス補正法を適用する。
また，最新の解析手法であるJUPITER標準解析手
法，統合炉定数ADJ２０００R，及びモンテカルロ法
等による過剰反応度の評価も併せて実施し，HES-
TIAの予測精度を検証するとともに，実測値との
比較によりこれらの解析手法の計算精度を検証し
た。以下に各計算コードの概要を示す。
（１）MK- Ⅲ炉心管理コードシステム“HESTIA”
　HESTIA１）はMK- Ⅲ炉心管理及び運転計画策定の
ために開発したコードで，炉心構成や運転履歴を
模擬して核熱流力カップリング計算を行う総合炉
心特性評価システムであり，過剰反応度，中性子
束等の炉心特性，燃料交換計画の策定等の炉心管
理に用いる。
　核計算は，各運転サイクルの炉心構成と運転履
歴に基づいた３次元Tri-Z体系の拡散計算であり，
JENDL-３．２に基づくJFS-３-J３．２R炉定数セット２）を
用いて７０群の実効断面積を作成し，これを２次元
RZ体系で中性子１８群，γ線７群に縮約して使用

する。HESTIA及び後述するMK- Ⅱ炉心管理コー
ドシステム“MAGI”の解析フローを図５に示す。
拡散計算のモデルは，径方向については，８．１５ 
cmピッチで配列されている各集合体を三角格子
（集合体あたり２４メッシュ）に分割し，軸方向には，
炉心部とその上下部の反射体部及び上部ガスプレ
ナムを含む１６０cmの計算範囲を，４６メッシュに分
割（燃料部は２．５cm/メッシュ）している。
　燃焼計算はORIGEN２と同様の行列指数法を用
いており，運転サイクル終了後に，当該運転期間
中の出力履歴，制御棒挿入位置等の運転記録に基
づいてHex-Z体系（集合体径方向あたり１メッシ
ュ）で燃焼計算を行う。
（２）MK- Ⅱ炉心管理コードシステム“MAGI”
　MAGI３）は，MK- Ⅱ炉心特性評価コードシステム
である。核特性解析では各集合体を六角格子（集
合体あたり１メッシュ）に，軸方向については上
下部の反射体を含む１４０cmの領域を２０メッシュに
分割した３次元Hex-Z体系でモデル化し，中性子
７群，γ線３群の拡散計算を実施している。燃焼計
算はHESTIAと同様に行列指数法を用いている。
（３）JUPITER標準解析手法４）

　本手法は，JUPITER実験解析で確立した大型高
速炉心の核特性の標準解析手法である。図６に解
析手法の概略を示す。核特性解析は，３次元Tri-Z
体系（集合体あたり６メッシュ），エネルギー群数
７０群の拡散計算を基準計算とし，計算コードには
CITATION-FBRコードを用いる。断面積は，炉心
燃料集合体の燃料ピンと集合体の非均質性を考慮
するため，図７に示す直接法リングモデルを用い
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図５　炉心管理コードシステム解析フロー
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て作成する。制御棒についてもリング化モデルを
用い，実効断面積を均質化する際には，周囲の炉
心燃料集合体における反応率との割合を保存する
反応率割合保存法を採用している。
　炉定数には，JFS-３-J３．２R及びこれをZPPR，
FCA，MASURCA，「常陽」等の２３３種類の積分実
験データを用いて炉定数調整した統合炉定数
ADJ２０００Rを使用する。基準計算値にメッシュ補
正，輸送補正，２次元セル補正，体系膨張補正等
を行う。また，JFS-３-J３．２Rを使用した場合は，第
３５サイクルでの実測値と予測値の差（E－C）を
加えることによりバイアス補正を実施した。なお，
ADJ２０００Rについては既に核特性の誤差を断面積

調整で取り込んでいるため，バイアス補正は適用
しなかった。
（４）モンテカルロ法
　モンテカルロ法は，中性子エネルギーを連続で
取扱え，複雑な幾何形状を忠実に模擬できるた
め，解析モデル化による誤差を含まない手法であ
る。図８にモデル化した体系を示す。構造及び組
成をモデル化する際には，温度膨張及び燃焼組成
の分布を考慮し，各集合体についてピン構造レベ
ルまで詳細にモデル化した。計算コードには
MCNP-４Bを用い，断面積にはJENDL-３．２に基づ
くFSXLIB-J３R２を用いた。本手法では，メッシュ
補正や縮約補正は考慮する必要がないため，バイ
アス補正のみを考慮した。
（５）炉心構成の違いに起因する計算誤差
　バイアス補正を行う場合，MK- Ⅱ炉心第３５サイ
クルにおけるE－Cを用いるが，MK- Ⅲ性能試験用
炉心との炉心構成の相違，特に遮蔽体設置と材料
照射用反射体４体の装荷については，その置換反
応度に関する計算誤差がバイアス補正法では反映
されない。
　この計算誤差については，モンテカルロコード
と決定論的手法の比較により評価し，補正するこ
ととした。評価手法を以下に示す。（１）連続エネ
ルギーモンテカルロコードMVP，炉心管理コー
ド及びJUPITER標準解析手法により，MK- Ⅲ性能
試験炉心に装荷した材料照射用反射体を炉心燃料
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図６　JUPITER標準解析手法の解析フロー

図７　リング化モデルによる実効断面積作成方法
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集合体に置換した場合，遮蔽集合体を反射体に置
換した場合等の仮想的な体系で置換反応度を計算
する。（２）炉心管理コード及びJUPITER標準解析
手法とMVPによる結果の差を決定論的手法が持
つ計算誤差として補正する。評価の結果，補正量
はJUPITER標準解析手法で約＋０．１６％ Δ k/kk

,
，

HESTIAで 約 ＋０．３４％ Δ k/kk
,
，MAGIで 約 ＋０．０８％

 Δ k/kk
,
となった。

３．３　計算結果と測定値との比較

　MK- Ⅲ性能試験炉心の過剰反応度の予測結果を
表２に示す。各コードによる計算結果は概ね一致
しているが，統合炉定数を用いたJUPITER標準
解析手法がやや小さい結果となっている。この要
因として，統合炉定数の調整に反映された積分実

験が主としてJUPITER等の大型炉データであり，
小型高速炉はFCAや「常陽」MK- Ⅰデータのみで
あるため，｢常陽｣特有の系統誤差が十分補正され
ていないことが考えられる。この傾向については，
MK- Ⅰ炉心の解析でも確認されている。
　予測値と実測値の差（C－E）は－０．２～＋０．３７％
 Δ k/kk

,
であり，予測値と実測値はおおむね一致

し，HESTIAは今後のMK- Ⅲ運転における炉心管
理に十分な計算精度を有していることを確認した。

３．４　核設計計算法の評価

　また，MK- Ⅲの安全審査に用いた核設計計算手
法の妥当性を評価した。ここでは，炉定数セット
としてJFS-３-J２を用いて７０群の実効断面積を作成
し，これを７群に縮約して基準計算に用いている。
この計算では，２次元RZ体系７群拡散計算によ
る中性子束を用いて燃焼計算（２DBURN）で得ら
れた軸方向バックリングと原子数密度を求め，２次
元三角メッシュ計算（TRIANGLE）により３次元
計算と等価な評価を行っている。この基準計算に
対する補正は，MK- Ⅱ性能試験の実測値に対する
バイアス補正法を採用した。
　核設計計算手法による標準平衡炉心でのナトリ
ウム温度２５０℃ における過剰反応度の評価結果は，
２．６２％ Δ k/kk

,
である。一方，HESTIA及びMAGI

を用いて標準平衡炉心の運転初期における過剰反
応度を計算し，これをMK- Ⅲ性能試験での測定値
を用いてバイアス補正した結果，HESTIAで
２．４６％ Δ k/kk

,
，MAGIで２．８０％ Δ k/kk

,
となり，核
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図８　モンテカルロコードにおける炉心のモデル化

過剰反応度解析値
（％ Δ k/kk

,
）解　　　析　　　手　　　法

３．１３±０．１６MK- Ⅲ炉心管理コードシステム“HESTIA”
＋バイアス補正

３．０４±０．１６MK- Ⅱ炉心管理コードシステム“MAGI”
＋バイアス補正

３．３６±０．１７JUPITER標準解析手法（JFS-３-J３．２R）
＋バイアス補正

２．７９±０．３４JUPITER標準解析手法
（統合炉定数ADJ２０００R）

３．１６±０．１３モンテカルロ法（MCNP）
＋バイアス補正

誤差は１σ

表２　MK- Ⅲ性能試験炉心における過剰反応度の解
析結果
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設計計算による結果とほぼ一致したことから，そ
の妥当性を確認した。

４．制御棒校正

　「常陽」の制御棒は，図３に示すように内側及
び外側燃料領域の境界である炉心第３列及び燃料
領域とステンレス鋼製の反射体領域の境界である
炉心第５列に配置されている。中性子吸収材に
は10Bを約９０％濃縮した炭化ホウ素（B4C）が使用
され，ストロークは６５０mmである。
　性能試験における制御棒校正試験では，ペリオ
ド法により全制御棒について，全ストロークの制
御棒価値を測定し，核的制限値を満足することを
確認するとともに，通常の運転サイクルで実施す
る４本同時差換法による測定を行い，ペリオド法
との比較により，その測定精度を確認した。

４．１　試験方法

（１）ペリオド法
　ペリオド法による測定時の原子炉出力及び反応
度の時間変化を図９に示す。測定では，対象とな
る制御棒を下端位置（０mm），他の制御棒を均等
引抜き位置とした臨界状態（原子炉出力約２０kW）
から，測定対象の制御棒を反応度計の指示値で約
８セントに相当するストローク分引抜いて原子炉
出力を増加させ，線形出力系核計装信号により炉
周期（ペリオド：原子炉出力がe倍に増加するの
に要する時間）を測定し，印加反応度を求める。
原子炉出力が約１２０kWに到達した時点で，他の制
御棒を挿入し，再度２０kWで臨界とする。以上の
手順を，測定対象制御棒が上端位置（６５０mm）に
達するまで，炉心第３列の制御棒については約５０

回，制御棒価値が約１/３となる第５列の制御棒に
ついては約２０回測定した。
　なお，ドル単位（１セントは１/１００ドル）で得
られた測定値を Δ k/kk

,
単位に変換するための実

効遅発中性子割合β effについては，遅発中性子収
率はTuttleの評価値，遅発中性子割合はKeepinの
評価値，遅発中性子核分裂スペクトルはSaphierの
評価値に基づいて，HESTIAにより算出した。
（２）４本同時差換法
　各運転サイクルで実施する運転特性試験では，
４本同時差換法を用いて，炉心第３列に装荷され
た制御棒の反応度価値の測定を実施する。本手法
では，逆動特性方程式をInverse Kinetics法（IK
法）により解いて制御棒の引抜・挿入に伴う反応
度価値を算出する。ペリオド法が，正の印加反応
度に対してのみ測定を行うのに対して，IK法では
負の印加反応度（すなわち，炉周期が負の場合）
に対しても測定を行う。
　４本同時差換法による出力及び反応度変化を図
１０に示す。４本同時差換法は，測定終了のつど臨
界にする（反応度を０セントに調整する）ことな
く，４本の制御棒を交互に引抜・挿入しながら測
定するため，短時間で測定できる等の利点があ
る。制御棒操作により投入する反応度は約１６セン
トであり，各制御棒のストローク（２９５mm～
６５０mm）を約１７区間に分割して測定した。
（３）干渉効果の評価
　制御棒反応度価値は，制御棒挿入位置での中性
子束及び中性子インポータンスに比例する。この
ため，制御棒価値の測定結果は，他の制御棒によ
る中性子束の空間分布及びインポータンスの変化
による影響を受ける。この効果が制御棒干渉効果
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図９　ペリオド法による制御棒校正試験時の原子炉
出力と反応度の推移

図１０　４本同時差換法による制御棒校正試験時の原
子炉出力と反応度の推移
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である。
　ペリオド法及び４本同時差換法では，測定手法
上，制御棒の引抜位置は非均等となるが，原子炉
の運転は６本が均等になるよう操作される。この
ため，過剰反応度，等温温度係数，出力係数の評
価においては，制御棒引抜位置から求める反応度
を干渉効果を補正して求めていた。この干渉効果
の計算精度を確認するため，制御棒位置をパラ
メータとしたペリオド法による制御棒価値の測定
を行った。
　一例として，制御棒No.１に対するNo.４の干渉効
果は，干渉効果を生じさせる制御棒（この場合は
No.４）を全引抜とした場合と炉中心高さ位置とし
た場合のNo.１の制御棒価値の比を下式により定
義する。この計算値を測定結果と比較することに
より，干渉効果の計算精度を検証した。

　干渉効果測定時の制御棒パターンの例を図１１に
示す。評価対象制御棒No.１の反応度価値を，No.１
と対称な位置にある制御棒No.４及び隣接する制
御棒No.６の引抜き位置を変えてそれぞれ測定し
た。ここで，干渉効果を生じさせる制御棒No.４，６
の引抜き位置は３２５mm（炉心中心高さ）と６５０mm
（全引抜）の２ケースとし，制御棒No.４，６の引抜
位置を変えた際の臨界調整は，干渉効果の影響が
少ない炉心第５列に装荷した制御棒により行っ

た。炉心第５列に装荷した制御棒の干渉効果につ
いても同様に対称位置及び隣接位置の制御棒位置
をパラメータとして測定を行った。

４．２　解析手法

　過剰反応度解析と同様に，JUPITER標準解析に
基づく手法により制御棒価値を解析した。基準計
算にはTRITACコードによるXYZ体系の７群輸送
計算（径方向には集合体あたり４メッシュ，軸方
向は過剰反応度測定と同様）を用い，ペリオド法
及び４本同時差換法のそれぞれについて，測定時
の制御棒引抜位置を模擬した計算を行った。実効
断面積は，過剰反応度解析と同様に直接法リング
モデルを用いて作成した。また，直近のMK- Ⅱ第
３５運転サイクルの結果から，計算値と実測値の比
（C/E）値を求め，これを計算値に乗ずることによ
りバイアス補正を行った。

４．３　測定結果

（１）ペリオド法
　ペリオド法による制御棒価値の測定結果と解析
評価の結果を表３に示す。炉心第３列での制御棒
価値の実測値は１．９８～２．００％ Δ k/kk

,
，第５列は

０．７６，０．７４％ Δ k/kk
,
であった。解析値と実測値と

の比（C/E）は，第３列で０．９６～０．９７，第５列に
ついては０．９８，０．９９であり，両者がよく一致する
ことを確認した。
　ペリオド法による制御棒価値の測定結果に基づ
き，炉心核特性を確認した結果を表４に示す。MK-
 Ⅲ性能試験の制御棒価値に関する核特性は，全ての
項目について核的制限値を満足することを確認した。
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制御棒No.４を炉心中心高さと
した際のNo.１の制御棒価値

制御棒No.４を全引抜とした際
のNo.１の制御棒価値

干渉効果＝

図１１　干渉効果測定時の制御棒パターンの例
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（２）４本同時差換法
　ペリオド法と４本同時差換法による制御棒価値
を比較した。制御棒引抜き位置約２９５～６５０mm（上
端位置）の制御棒価値の測定結果を比較して表５
に示す。全ての制御棒について，両者は２％以内
で一致することを確認した。今後，定格運転サイ
クルごとに実施する運転特性試験では，炉心第３
列の制御棒の反応度価値は４本同時差換法により
測定する。
（３）干渉効果
　炉心第３列に装荷した制御棒No.１及び炉心第
５列に装荷した制御棒No.５の干渉効果の測定値
及び計算値の比較を表６に示す。評価対象の制御
棒（No.１及びNo.５）に対して，対称位置にある制
御棒（No.４及びNo.３）を挿入した場合は，評価対

象制御棒の中性子束が増加して制御棒価値が大き
くなるため，干渉効果は１よりも大きくなる。一
方，制御棒No.１及び制御棒No.５に対して，その
隣接する制御棒（No.６）を挿入した場合は，評価
対象制御棒の中性子束が低下し，制御棒価値が低
下するため，干渉効果は１よりも小さくなる。
　全ての計算ケースについて，干渉効果の計算結
果は測定結果と３％以内で一致し，非均等な引抜
状態で測定した制御棒価値から，均等な引抜状態
での制御棒価値を評価する補正計算手法の妥当性
を確認できた。

５．等温温度係数測定

５．１　概要

　等温温度係数は，（a）温度上昇による核反応断
面積の変化（以下，ドップラー反応度）と，（b）
熱膨張による炉心体系寸法及び原子数密度の変化
（以下，膨張反応度）の２つの反応度効果に大別で
きる。解析では，実効断面積計算時の温度変化に
よる反応度と，炉心計算時の体系変化による反応
度から，それぞれ，ドップラー反応度の効果と膨
張反応度の効果を分離して求めた。
　測定は，核加熱及び主冷却器の自然通風により
１次冷却材温度を約２５０℃ から約３５０℃ の間で昇
温・降温させ，約２０℃ 毎に原子炉を臨界にし，そ
の時の制御棒位置から過剰反応度を算出し，その
差と冷却材出入口平均温度の差から炉心の温度変
化に伴う反応度変化，すなわち等温温度係数を算
出した。

５．２　解析

（１）解析手法
　過剰反応度の解析と同様に，JUPITER標準解析
に基づく解析手法を採用した。
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表３　制御棒反応度価値評価結果

C/E
制御棒反応度価値制御棒

誤差（１σ）実測値解析値装荷位置番号

０．９６０．０７２．００１．９１第３列１

０．９８０．０３０．７６０．７５第５列２

０．９７０．０７１．９８１．９２第３列３

０．９６０．０７１．９９１．９２第３列４

０．９９０．０３０．７４０．７４第５列５

０．９６０．０７２．００１．９２第３列６

表４　MK- Ⅲ性能試験時の炉心特性と核的制限値

核的制限値測　定　結　果項　　目

７．６％ Δ k/kk
,
以上９．５％ Δ k/kk

,反 応 度
制御能力

０．０１９％ Δ k/kk
,
/s以下

０．０１１％ Δ k/kk
,
/s

制御棒引抜速度：
　２．０７mm/s
最大微分反応度：
　０．００５２％ Δ k/kk

,
/mm

反 応 度
付 加 率
最 大

１．１％ Δ k/kk
,
以上３．９％ Δ k/kk

,原 子 炉
停止余裕

�
�
�
�
�

�
�
�
�
�

制御棒価値の測定値（２９５～６５０mm）
（％ Δ k/kk

,
）制御棒

番　号
４本同時差換法ペリオド法

１．１４１．１３１

１．１２１．１１３

１．１４１．１３４

１．１５１．１４６

表５　ペリオド法と４本同時差換法による制御棒価
値の比較

干渉効果干渉効果を与える
制御棒番号

評価対象の
制御棒番号 測定値計算値

１．０６１．０４４（対称位置）
１

０．９３０．９３６（隣接位置）

１．０６１．０６３（対称位置）
５

０．８６０．８６６（隣接位置）

干渉用制御棒位置を３２５mmとした場合の
評価対象制御棒価値

干渉用制御棒位置を全引抜き（６５０mm）とした
場合の評価対象制御棒価値

ここで、
　干渉効果＝

表６　制御棒価値の干渉効果
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　ドップラー反応度の解析には，３次元Tri-Z体
系による７０群厳密摂動計算（PERKYコード）を使
用した。炉心膨張反応度については，Tri-Z体系に
よる７０群直接計算（CITATION-FBRコード）を基
準計算とし，補正については，過剰反応度評価と
同様に輸送補正，メッシュ補正等を考慮した。ド
ップラー反応度は，原子数密度や炉心体系及び寸
法を一定とし，実効断面積作成時の温度だけを変
化させて計算した。また，炉心膨張反応度は，実
効断面積作成時の温度を一定とし，原子数密度と
炉心体系及び寸法を変化させて計算した。炉心の
膨張量の算出には設計計算に用いた膨張係数を用
い，径方向は１．６８７５×１０－5/ ℃，軸方向について
は，燃料部分を０．８７１３×１０－5/ ℃，反射体部分を
１．６８７５×１０－5/℃ を使用した。
（２）解析結果
　MK- Ⅲ性能試験用炉心の解析結果を，MK- Ⅱ
性能試験用炉心及び第３５運転サイクルの解析結
果と併せて表７に示す。等温温度係数の大部分は
膨張反応度によるものである。この結果，MK- Ⅲ
移行炉心としてMK- Ⅲ用の外側炉心燃料集合体
２０体を含む炉心燃料集合体を７４体装荷し，燃料領
域を径方向に拡大した第３５運転サイクルでは，
MK- Ⅱ炉心（炉心燃料集合体と照射試験用燃料集
合体を合せて約６７体を装荷）における測定での平
均値（－４．０×１０－3％ Δ k/kk

,
/℃）に比べて膨張反

応度の効果が減少するため，等温温度係数の絶対
値が小さくなっている。一方，MK- Ⅲ性能試験
用炉心では，燃料スタック長が短くなり，軸方向
の熱膨張の効果が増大するため，径方向の炉心
サイズがほぼ等しい第３５運転サイクルに比べて，
等温温度係数の絶対値が大きくなる結果となっ
ている。

５．３　測定結果

　測定は，系統昇温時，降温時の測定をそれぞれ
２回実施した。等温温度係数の測定結果を図１２に
示す。昇温時，降温時ともに再現性のよい測定結
果が得られており，予測解析値との比（C/E）も
０．９５から０．９８とであり，よく一致する結果が得ら
れた。なお，降温時の測定結果の絶対値が，昇温
時に比べて約３％大きい結果となる傾向について
は，MK- Ⅱ炉心でも確認されており，これは昇温
時に制御棒を引抜いた際の制御棒駆動機構延長管
の熱収縮の時間遅れによる影響が要因と評価され
ている。この熱収縮による影響については，性能
試験期間中の過剰反応度測定において，その影響
を測定しており，制御棒引抜後３時間で約１mm
収縮することを確認している。この効果を考慮し
た場合，昇温時・降温時の等温温度係数の測定結
果はほぼ一致する。

６．結　言

　MK- Ⅲ性能試験項目のうち，低出力での炉物理
試験として過剰反応度測定，制御棒校正試験，等
温温度係数測定等を実施し，測定結果が核的制限
値を満足することを確認するとともに，測定結果
に基づいて炉心管理計算及びJUPIETR等の最新
の解析手法並びに安全審査に用いた核設計計算手
法を検証した。この結果，改造した炉心が設計性
能を有し，解析により核特性を精度よく評価でき
ることを確認した。
　なお，性能試験の実施及び解析にあたっては，
大洗工学センターシステム技術開発部中性子工学
Gr.，敦賀本部高速増殖原型炉もんじゅ建設所技術
課及び敦賀本部国際技術センター炉心技術開発
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実　測　値

計　　算　　値

合　計膨　張
反応度

ドップラー
反応度

昇温時　－３．７５
降温時　－３．８６－３．６８－３．１５－０．５３４MK- Ⅲ

性能試験炉心

昇温時　－３．４９－３．４１－２．８９－０．５１６MK- Ⅲ
第３５サイクル

昇温時　－３．９６
降温時　－４．１２－３．７６－３．１３－０．６２６MK- Ⅲ

性能試験炉心

表７　等温温度係数の解析結果

（単位：×１０－3％ Δ k/kk
,
/℃）

図１２　等温温度係数測定結果
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Gr.からの参画を得て，試験計画立案，実施，解
析等を実験炉部と合同で行った。
　今回は，性能試験のうち，低出力での炉物理試
験結果を紹介したが，高出力試験及びプラント特
性，遮蔽特性，運転監視に係る試験結果等につい
ては，別途報告する。

参考文献
１）大川内靖，前田茂貴　他：“「常陽」MK- Ⅲ炉心管理

コードシステム“HESTIA”の開発”，JNC TN９４００ 
２００２-０７０（２００２）．

２）千葉　豪　他：“JENDL-３．２に基づく高速炉用炉定数
JFS-３-J３．２Rの作成”，JNC TN９４００ ２００１-１２４（２００１）．

３）関根　隆，青山卓史　他：“高速中性子照射場として
の高速実験炉「常陽」のキャラクタリゼーション”，
サイクル機構技報No.６，p.１９（２０００）．

４）横山賢治，他：「核特性解析コードシステムの開発と
理由」，サイクル機構技報No.１７，p.１９（２００２）．

技
術
報
告




